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第 6回講義（公開講座）                2026 年 6月 13 日 

外国人との共生の時代 

 

国立大学法人筑波大学 社会・国際学群長 

教授 明石 純一 

 

原体験：バックパッカー、居候体験のなかで感じた不思議 

1990 年代に大学生だった私は、大学に通う意味を見出せない時期があり休学しバックパッカーとし

て 40 数カ国を旅行しました。その時の思い出を振り返ると、私の今の研究につながっていると思うこ

とがあります。 

一つ目は 1990 年代半ば、ヨーロッパの旅先で外国人の友人ができ一緒に旅行していたとき、日本の

パスポートを持っていた私は、ほとんど国境で止められることはありませんでした。むさくるしい貧

乏なバックパッカー姿であっても日本のパスポートだとどこにでも行け、ボーダーレスな自由を堪能

していました。ある時、連れ立った別の国籍のアジア人が国境で止められ、「僕の場合この国に入るに

はビザがいる、さようなら」と唐突に別れるという体験をしました。それまで私は世界市民のような

感覚でいましたが、少なくとも国境を越える移動の自由という観点からすると、日本人としての証明

であるパスポートがその世界市民的な感覚の土台なのだと気がつきました。 

二つ目は 1990 年代の後半です。アメリカの大学院を卒業したものの将来展望がまだ描けていなか

った私は、カリフォルニア州にあるシリコンバレーの友人宅に居候していたことがありました。その

頃 IT バブルに沸くカリフォルニアには、インド、中国、韓国などから若い IT エンジニアやプログラ

マーが大挙して入ってきていました。その若者たちが企業、産業、市場、経済、そして社会全体を変

えていくエネルギーを私は強く感じました。そしてその巨大なエネルギーの正体は何なのだろうと考

えたのです。国境を越える人の移動が持っているダイナミズムが国や国際社会すら変えていくような

感じを覚えました。そのような関心をもって日本に帰国し、最終的に 2000 年に筑波大学の大学院に入

り、学び直しを始めたわけです。 

去年か一昨年の日経新聞の記事に、アメリカにおける移民が創業に関わっている企業の時価総額が

3,000 兆円 （トヨタクラスの企業 50、60 社に相当）で、純粋なアメリカ企業の時価総額よりも多いと

いったことが書いてありました。とてつもない価値を移民は創造しているということであり、驚くべ

きことです。同じことが日本で起こり得るかというとすぐには起こらないとは思いますが、示唆には

富むと考えています。国境を越える人の移動が、政治や経済、文化や社会を変えていく、そんな問題

意識を膨らませながら博士課程を終え、そのまま大学に残って今まで研究者として仕事をしている次

第です。 

 

現代世界のメガトレンド～人の国際移動 

個人や企業の振る舞い、社会

や国家の動きに長期的、構造的

に影響を与える変化をメガト

レンドといいます。  都市化”と

か  気候変動”とかいろいろあ

りますが、私自身は  国際人口

移動の活性化”というメガトレ

ンドに着目しています。 

右のグラフは移民の数が増

加基調であることを示してい

て、2024 年には 3 億人を超えており、そのトレンドの中でアジアは非常に重要な地域と位置付けられ



2 

 

ます。移民というとアメリカがすぐ思い浮かびますが、この棒グラフのとおり多いのはヨーロッパそ

してアジアです。増加率で見るとアジアの方が伸びています。アジアに属する日本もこの国際人口移

動の活性化から無縁ではあり得ず、必然的に政策的な対応が要請されるということです。 

 

日本の外国人政策の展開：早く、大きく、多方面 

下の図は、2016 年から今年までのスパンで日本がどう外国人政策を展開してきたかの変遷です。 

個別の内容には深入りしませんが、過去 10 年の日本の外国人政策の展開は変化が早く、変化が大き

く、変化が多方面にわたると言えます。 

第一に、変化が早いというのは、例えば 2023 年に改正された入管法は、2024 年、2026 年にも改正

されています。同じ政策分野で毎年のように目まぐるしく法律が成立することはそんなにありません。

外国人政策を規定するあるいはその反映が入管法です。この法律の頻繁な改正は、外国人政策が非常

に変化が早い政策領域であることを物語っています。 

第二に、変化が大きいというのは、例えば 2019 年、それまで法務省入国管理局だったのが法務省の

外局として入管庁（出入国在留管理庁）が創設されたことから言えます。外国人政策を扱う組織の重

みが増した象徴的な出来事でした。他にも、2024 年に在留資格がない子どもへの在留特別許可が条件

付きで出されましたが、翌年には不法滞在者ゼロプランというのが策定されます。この変化の大きさ

は驚くほどです。 

第三に、変化が多方面にわたるとは、この 10 年間の外国人政策の展開の中にどういう基本的な政策

要素が含まれているかを考えるとわかってきます。先ほど触れた不法滞在者ゼロプラン、これは一言

で言えば治安対策です。不法滞在者を減らすあるいは不法滞在者になりうるような人は入れないとい

う治安要素の側面が日本の外国人政策の不可分の一部を構成しています。次に考えられるのは、例え

ば 2018 年入管法改正 （在留資格「特定技能」の創設など）からもわかるように、外国から働き手を確

保するという産業政策的な側面です。これは二つ目の政策要素です。三つ目は、2021 年のアフガニス

タン退避者の受入れ、ミャンマー緊急避難措置、2022 年のウクライナ避難民の受入れといった難民受

入れなどで、人道政策として外国人政策の一つの要素になっています。 

今日お話しする共生も日本の外国人政策の中に位置付けられ、俯瞰すると、治安対策あるいは秩序

の維持という要素、難民や避難民の受入れという人道政策の要素、働き手の確保という産業政策の要

素、共生の推進すなわちコミュニティ政策の要素、外国人政策には少なくともこの四つの要素がある

ということです。 
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共生についての基本的な理解：言葉のルーツ・普及・公定・発展 

共生という言葉自体はいろいろなルーツを持っています。自然との共生とか浄土宗の教えの共生 （と

もいき）などがありますが、今日の多文化共生に近いのは、在日コリアンの 1970 年代からの権利回復

運動の中で使われていた 「共に生きる」という言葉です。1995 年の阪神淡路大震災の時、市民社会組

織がその言葉を援用し、「多文化共生」として外国人支援に乗り出したのが多文化共生という言葉が広

がった最初の局面ではないかと言われています。大災害を被った地域において、人は、今晩どこで寝

ればいいのか、食べるものをどこで確保すればいいのか、子どもはどうすればいいのかと途方に暮れ

ます。日本人であれば情報にアクセスし事なきを得たとしても、1995 年時点であれば外国の方は特に

困ったと思います。そういう人々を支援する動きの中で、多文化共生という言葉が広がっていきまし

た。 

2006 年総務省の 多文化共生推進に関する研究会報告書”では、 「国籍や民族などの異なる人々が、

互いの文化的ちがいを認め合い、対等な関係を築こうとしながら、地域社会の構成員として共に生き

ていくこと」という定義を示し、これをもって多文化共生は政策用語として公定化されたといえます。 

その後 2018 年に 外国人材受入れ・共生に関する総合的政策”が策定され、共生は政府の政策のい

わばメインストリームに乗ったということになります。その後、共生を肯定的に捉えることができる

時代が続きましたが、2025 年の 総合的対応策”では「秩序ある共生」と言葉が少し変わりました。

外国人との共生を疑いの余地なく前向きに語る状況が、2025 年を境に変わってきたと感じています。

昨日自民党の外国人政策本部から出された第 2次提言でも、もはや「共生」という言葉は使っておら

ず、この先ひょっとすると共生というコンセプト、あるいは姿勢はどこかへ飛び去ってしまうのでは

ないかという時代感覚があります。 

 

共生をめぐる多様な課題：生活上の困難、社会的孤立、受入れ環境の整備、日本人の意識 

共生をめぐる課題は、外国人側の課題もあればホスト社会側の課題もあり、お互いにとっての課題

もあります。法務省の「在留外国人に対する基礎調査」というデータがあり、分かりやすいところで

言えば生活上の困難が共生の課題です。生活上の困難の上位に「家を借りる時の保証人について」と

いうのがありますが、これを別の角度、差別という観点から確認すると、家を探すとき差別されたと

いうデータと関連します。差別された相手の上位には「住宅不動産関係者」があり、外国人が家を探

す時に不動産関係者から何らかの不利益を被るような態度を取られたということが推測されます。外

国人の側にとってこれは深刻な生活上の問題となります。別の調査ですが、日本人の多くは、共生社

会実現のため、外国人に対して「日本の習慣、生活ルールを守るようにする」という意見を持ってい

ます。日本人が考える外国人の生活習慣等からくる問題は、「ゴミ出しのルールを守らないこと」や

「騒音」などがあり、外国人が家を借りる時に差別を受ける背景のひとつかもしれませんが、外国人

のマナー違反だけ特別に注目を集めてしまうこともあります。 

次の課題は社会的孤立で、日本人を対象とした同様の調査結果と比べると、外国人の孤立や孤独の

数値のほうが高く、懸念されます。交流の機会を増やすことで解決するかもしれませんが、共生とい

う観点から言えば、単なる交流ではなく地域社会への直接的な関わりを深めていく取り組みがより効

果的だと感じています。お互い違う文化がありその違いを学ぶことに効果がないとは思いませんが、

より突っ込んだ交流の形が求められています。地域の何かの課題について、外国から来ている人も日

本人の住民もフラットな立場からそれを解決するための討議を行うとか、具体的な目的を共有しそれ

に向け作業を対面で行っていくようなプロセスが、交流の効果を高めると思います。どうしてそう思

うのかというと、交流に無関心な方や地域社会から距離を置きたがる方もいますが、コミュニティ活

動に参加したいと考えている外国の方はわれわれが思っている以上に多いからです。ただ、どこに行

って何をすればいいのかが分からない状態にあるのが普通です。一方の日本人はシャイな人が多く、

外国の方を積極的に誘うことを躊躇し、来るのを待っているところがあります。しかし外国人の場合

は、自分の気持ちを表明しコミュニティに参加していくルートが分からないことが多いのです。まず

ホスト社会側が手を差し伸べ、きっかけをつくり、コミュニティ活動に参加する時間を持ってもらう
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のが重要で、そうした外国人が増えれば増えるほど共生の好循環は進むと思います。 

いろいろな取り組みが全国ですでに行われていますが、例えばインバウンドに関わる問題がありま

す。因みに、今の日本は、4000 万人のインバウンド、400 万人の在留外国人、40 万人の留学生と覚え

やすい数字で示すことができます。インバウンド誘致は経済的な効果が大きいけれどオーバーツーリ

ズムの問題は避けたいという時、例えば留学生に知恵を出してもらうことが考えられます。インバウ

ンドが来ていないところにインバウンドを呼び込む発想を留学生と一緒に考える。インバウンドで困

ったことになっている問題の解決方法を留学生と一緒に考える。別に留学生だけでなくていいのです

が、問題の解決に対して対等な関係で一緒に取り組むという場、機会を共有することが地域の共生に

とって肝要です。 

入管庁の「外国人との共生に関する意識調査」によれば、日本人の側で、外国人の受入れ環境が十

分に整備されていないと感じている人が 41.7%います。企業の環境整備であったり意識の問題であっ

たり様々ですが、環境整備が重要と感じている人が一定数いると理解すればいいと思います。なぜこ

の話をするかというと、受入れのための環境整備は、対外国人意識と密接に関係しているからです。 

右の図は移民

政策の制度的な

整備状況と対移

民意識について

国際比較した調

査で、横軸は移

民を統合する政

策の制度的整備

についてのスコ

アを示していま

す。20 から 90 ま

であり、高スコ

アなのは、スウ

ェーデン、フィ

ンランド、ポル

トガル、カナダ、

ニュージーランドといった国々です。縦軸は海外からの移住者に対してどれくらい受容できているか、

肯定的な気持ちでいるかということを示しています。この 55 ヵ国の傾向を見ると、外国人あるいは移

民に対して良好な意識を持っている国と、移民の統合を進める制度が整っている国には、ある程度の

相関関係が見られます。外国人受入れの環境整備が進めば進むほど、外国人受入れに対する肯定的な

意識が広まる傾向にあると言えるかもしれません。ただこれは一般的な傾向にすぎず、政策や制度が、

外国人の地域社会への溶け込みやホスト社会の受容性を実際に向上させるかどうかまでは自明ではあ

りません。実践と効果によると考えるのが穏当かと思

います。 

入管庁の意識調査に 地域社会に外国人が増えるこ

とに対する感情”という質問項目があります。半分く

らいはどちらともいえないという状況ですが、好まし

いと好ましくないが 20%台でほぼ拮抗しています。こ

の数字をもう少し細かく、最終学歴別とか海外生活経

験別とか外国人との交流頻度別とかのデータもあり

ます。最終学歴で見ると、小学校だと好ましくないが

圧倒的で、中学校で好ましいが増えはじめ、高校、短

大あたりで拮抗する感じです。大学、大学院と学歴が出入国在留管理庁「外国人との共生に関する意識調査」より抜粋 
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上がると肯定的な意識が一層増えますが、好ましくないと答える人も一定数残っています。海外生活

経験の有無は、随分違いが出ています。経験が有れば必ず好意的になるわけではありませんが、無い

と比べると好意的な人の割合はかなり高くなっています。外国人との交流頻度も、よくある、たまに

あるという方が、あまりない、全くないより肯定的に思える人が多いということが分かります。 

今は、外国から積極的に人を受入れるという考えが正しい、あるいは正しくないと言い切れない時

代ですが、最近のデータが物語る状況で懸念していることを一つ挙げます。以前は、若い人は相対的

に海外経験も豊かで外国人が周りにいるのが日常的なので、外国人に対して比較的フレンドリーなス

タンスの人が割合としては多かったと考えられていましたが、昨年以降の調査では、若い人ほど外国

人の受入れを脅威として認識し始めているのです。これが一時的なものなのか、今後のトレンドとし

て定着していくのか分かりません。外国の方と交流することの効果あるいはそもそも交流が進んでい

るのかどうかも含めて、さらなる調査の必要があるのかもしれません。 

 

様々な次元での共生：国際社会、国内、地域社会、個人 

共生というものを、便宜的にですが、4つの次元で整理しておきましょう。1つは国際社会、2つ目

は国内の政策や法制度、3つ目は地域社会、そして 4つ目は一人の人間の中です。4 つ目は、対外国人

意識のところで少し触れたので省きます。 

国際社会では、外国人であることに起因して生じる不公平、不平等、不利益を抑制しなければなら

ないという規範が強く存在します。共生にも関連深い規範です。それは様々な条約、規約、原則、合

意に内面化されていますが、例えば日本が 1995 年に加入した人種差別撤廃条約は、外国人やマイノリ

ティに限らず、あらゆる形態の人種差別を撤廃する政策等を講じることを求めています。細かい話を

すると、人種差別を扇動することを犯罪として処罰することについては、日本は留保し同意していま

せん。それは憲法にある表現の自由や結社の自由に抵触するからということですが、いずれにしても

国際社会におけるルールはたくさんあります。たくさんありますがどの条約にコミットするかしない

かは国家の裁量です。例を挙げれば、移住労働者に関する条約は 2003 年に発効していますが、日本は

そもそも条約に加入していないので当然ながら拘束もされません。SDGs とか APEC の レイバーモビ

リティフレームワーク”とか 移民と難民に関するグローバルコンパクト”は拘束力を持たないソフ

トローなので、国際社会の規範には賛同を示しつつ内実をみると、日本を含め各国は国内で折り合い

をつけています。ですから、国際社会において共生に関わる展開は観察できますが、国の中での実効

性については常にクエスチョンマークがつきます。意味がないということではなく、そういう大事な

理念・原則が現場に落とし込めているかどうかが問われているということです。 

先月、世界移住報告書が IOM（国際移住機関）から出され、この中でエイミー・ホープ事務局長が

こう言っています。「世界各地で人の移動は雇用創出、経済成長、社会の安定そして社会的結束を推進

する原動力となっています」。この言葉を授業の中で取り上げると、学生はびっくりします。「人の移

動は社会的結束を推進する原動力となっている」という意味が分からないと言います。日本の文脈、

先ほど話した最近の調査が示す若者の外国人に対する気持ちとの関連で言うと、今の日本は外国人の

急増により秩序が損なわれているという説明が分かりやすい。若者は確かに、人の移動や移住、いわ

ゆる移民の受入れが社会的な結束を促すというふうにはとても思えないのでしょう。だからこそ、こ

の世界移住報告書の内容は奇妙に響いたのだと思います。この報告書が言っているのは、移民、移住

者、外国人は、その土地にないもの、足りていないものを補ってくれる、何かを運んできてくれると

いう発想のことなのです。ホスト社会の何かを補っている、ホスト社会に何かをもたらしている、そ

れが実感できるかできないかで、この主張のリアリティが変わってきます。それは単純に労働力かも

しれないし、知恵かもしれないし、経営的なノウハウかもしれないし、経済社会を盛り上げるタレン

トかもしれない。先の発言は、それが何にせよ足りないものを外から持ってきてくれる人なのだから、

人の国際的な移動の自由度を確保することが大切だという発想です。移民がホスト社会のリソースを

収奪するという感情にも重なる排外主義的な意識とは正反対の発想です。もちろん前提があります。

この報告書には、各国政府が地域およびグローバルなレベルで協力すること、管理を適正化すること、
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信頼を構築することの重要性が書いてあります。関係者が良心的に振る舞い、信頼関係を持って協力

すれば、人の国際的な移動・移住は大きな恵みをわたしたちが生きる社会にもたらしてくれるという

ことです。 

ところで、共生については日本は何も具体的、実効的なことをしていないという批判が内外の学者

やメディアからありますが、この 10 年日本は積極的に政策を展開しています。2000 年代から多文化

共生を国の施策として位置づけましたし、2016 年にはヘイトスピーチ対策法、教育機会確保法も法律

として成立しました。特に教育機会確保法は、基本理念を示した第 3 条の 4 に「国籍その他の置かれ

ている事情にかかわりなく」と書いてあり、この文言は当初なかったものと聞いています。日本の憲

法には明示されていませんが、外国の方も教育を受ける権利を当然に持っており、法的には日本の義

務教育の対象外の外国人も含めるような内容がここにあるのは意味があります。その後 2019 年の日

本語教育推進基本法の目的を定めた第 1 条の後段には、「日本語教育の推進に関する施策を総合的か

つ効果的に推進し、もって多様な文化を尊重した活力ある共生社会の実現」とあります。外国の方が

日本語を学ぶことを前提としていますが私の考えでは、母語は母語としてネイティブとして身に着け、

そのうえで日本語に習熟すれば、そのバイリンガル人材は地域の共生社会実現のキーパーソンになる

というイメ―ジを想像して欲しいと思います。実際、外国にルーツがある方が日本語の能力を向上さ

せてバイリンガル人材として地域社会に関わると、その地域の共生はいい流れで進んでいくことが多

いと実感しています。 

共生を考えるとき一番重要な単位は地域社会、これは間違いありません。国、政府は規制する法律

や政策を作り、自治体や地域社会にその遵守を要請することは得意ですが、共生のような行政サービ

スやコミュニティ活動をきめ細かく提供する政策領域においてはどうしても感度が下がります。共生

は地域社会にとって切迫度、切実度が高い政策領域です。働き手がいなければ企業活動が保てない、

産業が衰退する、地域経済がシュリンクし税収もじり貧、よって働き手の確保は死活問題とおっしゃ

る自治体の首長や幹部が多くいます。しかし摩擦は発生してほしくない、軽減できるのであれば軽減

したいということも切実な悩みとして聞きます。といっても、外国人がたくさん来て摩擦が高じてど

うにもならなくなったという自治体を、私は知りません。もちろん、人によって受け止めは違うので

しょうけれど。それにしても働き手は欲しいものの摩擦は避けたいという自治体の願いを実現するに

は、どういう発想が必要か。2020 年に改定された総務省の  地域における多文化共生推進プラン”で

は、「外国人住民による地域の活性化やグローバル化への貢献」、「地域社会への外国人住民の積極的な

参画と多様な担い手の確保」などが示されています。日本人が一方的に外国人を助けようとか支援し

ようとかではなく、むしろ外国人に地域の再建や活性化を手伝ってもらいたいという方針です。これ

を可能にするためにも、母国語を話せ母国の文化を知っている、そして日本語も話せ日本の文化や価

値観もよく理解している、そういう文化や価値の翻訳者をたくさん育てることが重要です。その人物

は日本社会が何を大事にして何を守りたいのかが分かる人であり、それを母国の同胞にしっかりと納

得させる言葉を持っているということです。この文化と価値の翻訳者、つまり仲介者を増やしていく

ことが、地域社会における共生の取り組みの中で最も重要な事柄の一つだと思います。 

 

地域差を加味した共生のあり方 

私は横須賀市に住み、つくば市で働き、今こうして佐倉市に伺い話をしているわけですが、私より

もご存じのように、この佐倉市の外国人の受入れ状況や地域にも特性があります。横須賀市やつくば

市にも様々な属性の外国人が多く住んでいるので、固有のニーズがあります。それぞれの市には市に

特徴的なインフラがあります。つくば市はサイエンスシティですから、研究施設が集中しています。

佐倉市は歴史的資源や文化資源に恵まれています。つまり受入れ状況が違う、地域の環境や資源も違

う、そういう意味で地域差を加味した共生のあり方を作っていくことが共生の課題であり目的ではな

いかと考えています。 

受入れ状況はいくつかのカテゴリーに分けて整理できます。最近私は調査で北海道をよく回ってい

ますが、外国人が 1人もいない自治体もあれば、外国人の割合が 30%以上という自治体も存在します。
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その 2つの自治体に対し、同じ共生パッケージを提供して実施しても有効な効果が出ないことは簡単

に想像できます。受入れている外国人の規模や出身地・在留資格、その自治体における人口の割合、

そのあたりはまず整理されて然るべきです。宗教的な背景とか漢字圏なのかそうでないのかという点

もポイントになります。 

同時にホスト社会側の状況を理解することも同様に大切です。受入れている地域は大都市、中核都

市、中小都市なのか、郊外なのか、農村・漁村なのかも共生を進めていくための配慮要素になります。

学術的なリソースや学生ボランティアを供給できる大学が設置されているか、異文化対応能力を備え

る支援団体が活動しているか、ダイバーシティに理解がある有力な経営者がいるか、そんなことも共

生をデザインするときに計算にしておきたいところです。 

多文化共生施策にかかる指針 ・計画の策定状況を見ると、外国人比率が 5%以上の自治体は策定して

いる割合が 86.5%と高く、0.5%未満の自治体では 22.1%と低くなっています。とはいえ、5%以上の外国

人比率にもかかわらず策定していない自治体もあれば、全然外国人がいない自治体であっても策定し

ているところもあるというのが現実です。計画を策定したものの、取り組みが十分になされているの

か、その取り組みは効果を生み出しているのかというところも判然としません。計画は立派、取り組

みもなされている、ならば共生は進んでいるのかどうか。そうでない場合もあり得るわけです。地域

における共生の取り組みは、どんなニーズがあるのか、どんな要望が具体的に出ているのか、政治的

あるいは行政的な機運が盛り上がっているのか、盛り上がったときにどんなインフラや人材がその地

域にあるのか、そのような要因に左右されてしまいます。インフラに恵まれている地域であっても首

長が外国人に対して苦手意識をもっているとか、外国人の数が少なくまだ課題は浮上していないけれ

ど市長が共生に前向きで人と予算をつけ始めたといった話もあります。 

共生についてどういう状況が現れるか私たちは主体的には選べず、外国人にとってはもっと選べな

いわけです。つまり地域住民にとっては自治体ガチャのような性格がありますが、そんななかでも共

生を進めようとするのであれば、今ある地域資源を活用して創意工夫でやっていくしかないと思いま

す。国も日本語教育を中心に予算を組み立てることがほぼ決まっており、外国人が地域社会に生きる

うえでのマナーなどを習得するプログラムの導入も検討されています。今後はこうした分野で地域行

政は政府とのコミュニケーションが求められると思います。 

私も監修に参加した 外国人住民との共生ハンドブック”を紹介しておきます。このハンドブック

の趣旨は、まさに今申し上げたことです。地域によって受入れ状況が異なり課題もニーズも違う。受

入れる地域の事情、インフラ、ネットワークも違う、何もかも違う中で皆さんが共生を進める場合は、

その地域に何があって何がないのかを確かめ、誰が何をできて、あるいはできないのかという役割や

機能をはっきりさせるということです。自治体、国際交流協会、NGO、大学、個人、企業、商工会、外

国人当事者等、だれでも共生の担い手になれます。共生を通じて地域の活性化に寄与したアクターが

報われるインセンティブを用意することを意識すべきです。地域社会が地域社会にとっての課題とし

て引き受け、横断的に情報共有と意見交換を重ね連携を深めていくことが今後の共生につながります。 

 

共生の創造のために 

地域に暮らす外国出身の方はこれからも増えていくでしょう。つまり共生は地域社会にとって恒常

的かつ優先的な課題となります。働き手は欲しいが摩擦は避けたいという地域社会にとって、共生は

極めて大事な取り組みになりますが、どの地域社会でもうまくいくような模範解答、一般解答、最適

なスキームはありません。それぞれの地域でカスタマイズされていく必要があります。他の自治体と

の連携も求められますし、それを含めて、地域の社会の総合力が問われるわけです。 

本日の私の説明では、共生を、外国人政策の他の要素、つまり治安・経済活性化・人道支援とは独

立して話しましたが、共生の推進は、外国の方の地域活動への参加や関わりを通して地域のルールへ

の理解が深まり、ひいては治安や秩序形成につながる、本人の日本語能力・就労力の高まりを通じて

経済活性化にも結びつく、さらには地域の寛容性が増し難民の受入れなど人道的価値の体現にも寄与

すると信じています。みなさんの共生に関するアイデア、知恵、経験をぜひ共有していただきたいと
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思います。 

 

【質疑応答】 

Ｑ：日本の自治体の約 4 割に日本語の学習拠点がないという現状をどうお考えでしょうか。また、日

本に来る前に日本語や日本の文化、生活をしっかり勉強してもらうよう、新たな資格試験が必要では。 

Ａ：日本語教育の空白地域という問題を政府が重要視し始めたのは比較的最近のことです。予算的な

措置も含め今後進んでいくと思いますが、どうしても空白地域は残ってしまいます。そういうところ

では、最初と最後だけ講師に対面で来てもらい、間はオンラインといった工夫をしている地域もあり

ます。すべて対面が理想ですが、この方法でも効果が確認されています。いずれにしても予算と人材

育成のための公的スキームを太くしていくしかないと思います。また、事前のオリエンテーションと

か日本語能力を求めることについては、在留資格によっては既に行われています。最近の政治情勢を

受けて、より日本語能力の高い外国の方を選別して受入れるという方向になる可能性はあります。 

Ｑ：ニューヨークは様々な人種がそれぞれコミュニティを形成し必ずしも混じり合っていないと言わ

れていること、欧米人とアジア・アフリカ人で日本人の態度が異なることについてどう考えますか。 

Ａ：日本は外国人の側が社会に溶け込んでほしいという同化・均質化傾向が比較的強いのかもしれま

せん。すべての人間がホスト社会に円滑に、十分に溶け込むのは、一世の場合は限界があります。一

方で、それぞれのコミュニティのリーダー、コミュニティ内のインフルエンサーとの信頼関係を構築

していれば、住み分け状態は悪いことばかりではないと思います。メルティングポットではなく、サ

ラダボウル型の状態です。ただ、溶け込めるような施策は進めるべきですし、住み分けが分断の根っ

こにならないようにするのが重要だと思います。国籍・民族・人種によって好感度や親近感が異なる

ことが多々ありますが、それはその国との外交上の関係が大きく影響していると言われています。 

Ｑ：特定技能の方たちの学歴は決して低くないそうですが、それでも日本語でレポートを書くハード

ルは高いと思います。われわれ特に若い日本人がもっと外国語を勉強するべきだと考えますが。 

Ａ：日本人が日本語以外の外国語能力を英語にプラスして身につけるということは、共生の文脈にお

いても重要です。個人的には、学ぶ本人の成長、そして生きていく楽しさに直接影響があるものだと

思っています。日本語はたいへん成熟した言葉ですが、それ以外の言語体系を自分の頭の中で組み立

てられるということは、その人の考え方を豊かに、しなやかにすると感じます。共生社会を目指す時

代のひとつのチャンスとして捉えたいと思います。 
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